
国費・財務グループ

１．国費の会計事務
収入・支出の審査等の事務

　国費の支出負担行為の確認、収入・支出の審査並びに国の債権管理に関する事務の処理を行った。
 なお、令和４年度より、国が開発した「会計業務電子決裁基盤・証拠書類管理システム」を用いた電子決裁による事務処理を全面的に導入している。

　令和５年度の処理件数と金額は次のとおり

　ア　歳　　入　　　　歳入調査決定等1,945件、収入済額88,681,006,074円

　　　　 一般会計の内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省、環境省各主管の歳入金

　　　　  年金特別会計の内閣府所管の歳入金
　　　　  東日本大震災復興特別会計の文部科学省、厚生労働省所管の歳入金
　イ　歳　　出　　　　支出命令決議2,060件、支出審査延べ12,415件、支出額2,833,452,446,570　円

　　　　　一般会計の内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省各所管の

歳出金

　　　　　年金特別会計の内閣府所管の歳出金
　　　　　交付税及び譲与税配付金特別会計の総務省所管の歳出金
　　　　　東日本大震災復興特別会計の厚生労働省所管の歳出金

　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計法第４８条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国の債権の管理等に関する法律第５条

２．府費の支払事務
　府費の支払事務については、財務会計システムを使用して、口座振替、隔地払、公金振替及び本庁内払（納付書払を含む）の方法により行っており、支出審査状況等を確認するなど適正な事務の執行に努めた。

　なお、支払事務の大半を占める口座振替については、指定金融機関に支払データを伝送処理することにより、事務の効率化を図っている。

　また、口座振替不能及び支払通知書の再発行等に係る事務については、指定金融機関、関係部局等と緊密な連携を図り、支払方法等の訂正を行うなど適正な事務の執行に努めた。

(1) 支払方法別件数
	支　払　方　法
	件数
	構　成　比

	　
	件
	％

	口座振替
	487,433
	83.33
	　

	　
	支払データ

伝送処理
	487,208
	83.29
	　

	　
	緊急支払等
	225
	0.04
	　

	隔地払
	76
	0.01
	　

	公金振替
	92,743
	15.85
	　

	本庁内払
	4,725
	0.81
	　

	
	納　　付　　書　　払
	4,701
	0.80
	　

	計
	584,977
	100.00
	　


· 上記件数は、府財務会計システムを使用して支払事務を行ったもの
(2) 支払方法の訂正等処理状況

	　区分
	処理件数

	支払方法等訂正
	　件

	
	786
	　

	支払通知書の再発行
	0
	　

	返戻支払通知書の再送付
	2 
	　


※　上記件数は、令和５年４月から令和６年３月までに処理を行ったもの
根拠法令等
地方自治法第１７０条、第２３２条の４、第２３２条の５、第２３２条の６

大阪府財務規則第１１２条、第１１３条、第１２６条、第１３０条、第１３１条
３．財務会計システムの管理運用
　（1）現行財務会計システムの導入

　　　 平成16年度より、いわゆる発生源入力を原則とする新しい財務会計システムを稼働し、意思決定を行う行政文書管理システムとの連携や、支出審査の権限の内部委譲とあわせて、出先機関を含めた各室課（所）において、支出負担行為や支出命令等の事務を一貫処理できるようになり、会計事務の円滑・迅速化等を図っている。
　（2）災害発生等に備えた危機管理に係る取り組み
　　　 災害の発生等により、財務会計システムが使用不能となった場合や、通信が途絶した状況を想定し、以下の取り組みを実施した。
1 災害時における通信途絶時を想定した訓練（令和５年９月１日実施）
災害等により財務会計システムが停止し、復旧の目途がたたず、財務会計システムから口座振替データが自動作成されない状況となり、「緊急時の財務に関する事務処理要領」に定める方法で、緊急払いを要する案件を想定。

模擬的に「緊急時の財務に関する支出処理報告書」及び「支出命令伺書（緊急用）」を受領し、受領した書類を元に資金決済表を作成する事務処理について、訓練を実施した。

（「大阪880万人訓練の部局訓練」の一環として訓練を実施。）
2 災害時における大阪府の財務会計処理に係る模擬訓練（令和６年１月17日実施）
災害等により財務会計システムが使用できない環境下のもと「緊急時の財務に関する事務処理要領」に定める方法で、緊急払いを要する案件を想定。

模擬的に口座振替データ（全国銀行協会フォーマット形式）を調製する事務処理及び作成した口座振替データの指定金融機関への搬入作業について、訓練を実施した。
４．証紙の取扱及び証紙廃止後の手数料収納事務
　　　「大阪府証紙徴収条例を廃止する条例」（以下「廃止条例」という。）により平成30年10月１日に廃止された大阪府証紙については、廃止条例の経過措置において、令和６年３月31日までは証紙返還申請を受付けることとしているため、令和５年度においても購入代金の還付に係る事務を引き続き行った。
　　　また、証紙廃止後の手数料収納事務を行うため、府庁本館、府庁別館、咲洲庁舎の３か所に設置した各手数料納付窓口及び府内各警察署及び各運転免許試験場において、ＰＯＳレジ機器（計144台）を使用して手数料の現金収納を行うとともに、府庁本館、府庁別館、咲洲庁舎の３か所については、クレジットカード、交通系IC及びスマートフォン決済を活用したキャッシュレス決済による収納も可能である。
なお、コンビニ収納システムによる収納については、Pay-easyによる収納も可能である。
　　　令和５年度における証紙購入代金の還付及び手数料取扱実績は、次のとおりであった。

　

　　証紙購入代金の還付　　458件　　　　3,842,673円　（件数、金額（延べ））

　
　　会計局が設置する手数料納付窓口における手数料取扱実績
	窓　口　設　置　場　所
	取　扱　件　数
	取　扱　金　額

	府庁本館
	件
4,595
	円
87,449,638

	（内訳）現金
	3,801
	74,867,218

	クレジットカード
	628
	11,239,820

	交通系IC
	9
	46,400

	スマートフォン決済
	157
	1,296,200

	府庁別館
	4,490  
	39,712,506

	（内訳）現金
	3,312
	29,372,770

	クレジットカード
	844
	8,888,436

	交通系IC
	16
	49,900

	スマートフォン決済
	318
	1,401,400

	咲洲庁舎
	39,821
	1,093,911,640

	（内訳）現金
	30,168
	744,266,970  

	クレジットカード
	8,517
	321,353,670  

	交通系IC
	84
	112,090

	スマートフォン決済
	1,052
	28,178,910


　　　【参考】会計局が導入したＰＯＳレジによる手数料取扱実績
　　　　　（会計局が設置する手数料納付窓口、各警察署、各運転免許試験場の計（71拠点））
　　　　　　全拠点計　2,275,283件　7,414,464,270円
　　

会計局が整備したコンビニ収納システムでの手数料取扱実績
　　　　　　　　　　22,753件　  81,601,130円　（うちPay-easy 41件　129,700円）
根拠法令等
地方自治法第２３１条の２の２、第２３１条の２の３
[旧]地方自治法施行令第１５８条
2

